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在地領主
の得分権に
つ
し、
て
ll
古代末期における在地領主制に関連して｜｜
一、は
じ
め
最近における領
主
制の研究は、とみに多角的となり、封建制の
段開を主軸とする中此領主制の分析において、構造論の立場からの追求が活発になされているが、中でも古代末期から中併初期にかけての在地領
主
制と職との関係、ならびに、これを起点として
旧民間する中肝の領
主
的土地所有の意味についての再検討は、日本
における封建制の歴史的意義の追求のため 、基本的な課題とな4
ている。すなわち、十世紀末を起点に封建制移行の過渡的主
体として展開する在地
領主
制は、作令体制の
一 貫
として存在する
国街支配権と、貴族的大土地所有制 立脚する荘園領主の支配権とに代表される古代的権威に対抗する際史的エネルギ
l
の要請に
よって出現したものであり、それは郷戸
i v
出堵←名
主
の展開過釈
などを問題点とする家父長制的
農
奴制に対応する存在であった。
ところで、この在地領主制を考えるとき、まず、問題となるの
在地領主の得分権について（石塚）
石
塚
栄
所領開発に端を琵する在地領主の職をはじめとする得分権の対象を中核とする在地領
主
権の内科である。
そこで、本稿では分析の視点を、とくに十位紀末から十
三
世紀
中頃までの、初期封建制の過渡的段階における在地領主の経済的法礎におき、なかんずく得分権の面から、在地領主と職との関係、寄進状にみる在地領
主
、加地
子
得分、在地領主と得分、鎌倉
幕府法の得分規定にふれることとする。
、 王（1
〉「領主制研究の展開のために
」（歴史学研究二八
三
号）参照。
また、これらに関しての具体的な研究成果は、永原慶二、
村井康彦、工藤敬一、
戸
旧芳実、黒用俊雄諸氏の論稿に顕
著である。二、在地領主と職との関係
十世紀末以降にみる在地領主化の動きは、まず、開発領主的な
五
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領主層を主体に、国一両を構成する郡・郷司職といった公権としての臓の獲得を主要な契機として展開 。そして、これは従来の班田制に基礎 おく律令体制の衰退に対応して、生じた口分間など耕地 私有地化の傾向がもたら た、在地における領主制形成の始動となった。すなわち、この点、ヒ横子氏は、一般に律令制の職は、職分であ て、元来、国家の任免で移動し、所領化 ないものであったが、この職分の変質・発展した荘園制の職では 私
（1
） 
財・得分が主体となり、所領化への傾向をたどるとして、領主制成立に占める職の所領化を重視するが これは注目すべき任 領主制の分析視角 る。この職分と所領との一体化は、藤原頼方が天喜元年 「依為先祖相伝所領」安芸国高田郡司職に任ぜられ
（2
） 
たように、所領が郡司職 条件 して現われたり、応徳元年清原則房の石見国久利郷司職でも 「当職是先祖相伝之譜第也 （中略）被補任件職者、将執行郷務失」の お 譲状のみでは久利郷の領
主に
すぎないことから、清原氏は国司からの郷司職補任
（3
） 
によって公権を獲得し 在地領主化を進め、「古老住人申云、字厚見王大夫政則者、厚見郡司茜部 平田両庄ド可也」の永治二年美濃国茜部荘住人中文案の、在地領主の プラス荘官的性格は、領主制が律令国家公権の分有を基一礎とするい以をよく示して〔4
）
いる。さらに治成
一 一一年安芸悶可庁完以ド、郷司職佐伯来弘関係の庁
宣・下文にみ れる「
二 一m
郷司地頭職」から、「
三
田郷地頭職」
という記載の変化は、郷司職（律令制地方官）から地頭職（在地領主）へのコ
l
スでもあった。なお、佐伯氏が律令制的官職とし
ての伝統的郷司職に補任されながら、在的土 所 の要素ををつ
五
地調職を重複する点に関して、安田氏は、この両側面的な補任形式の表現を、古代末期における土地支配の特徴と考え、この時期を
（6
） 
対建的領主制形成の過渡的段階ととらえられている。
一方、この律令制的な職に対応する荘官職を有する在地領主で
は、長徳三年玉手則光が所領たる山城国上桂の寄進によって得た
（7
） 
中可職が最も早いようで、十一世紀に入る 、こ 事例も多くなり、承徳二年播磨大検秦為辰譲状案には、「播磨国赤穂郡久富保公文職井重次名地主職等事、右 件 帯名目畠桑原等者、開発之私領也」とみえ 秦為辰が荘固化した国街領内に私領を有した在
（8
） 
地領主であることを示し、保安三年近江国麻生庄でも、「近江国蒲生上郡麻生庄公文職事、右件当職者 為平宗保先祖開発之所帯也、（中略）於彼所職者、嫡男平宗継仁一円不輸 譲 也」とあ
（9
） 
って、この職の対象としては所領一円不輸が明記されてい 。また、元暦元年但馬国温泉御庄本領
主
平手広は、領家に違背して、
（ 叩 ）
「於同子孫者、永可停止地頭下司職之由」の処分をうけたが、この場合の地頭下司職も、ド可職の在地制を強調する称呼 あり、語源的にも在地制を有する地頭 に関しては、久定一 ．年薩摩国人米院弁済使別当伴信一房解の添書き「任先例可為地一政職状如件」が比較的卜けく、鎌台政権地一政制度の成ム止 契機として、在地侃七の典型的表現となる。そし 一五府
一五年ト休日若宮神七中区祐京解
に
「以枯重子々孫々、可為彼庄名主職之由
」とみえる名主
職
（
H
鎌
倉中期
以降には、名主層の分解によって、有川名
主屑
の在地領主化
が生ずる
）
の出現と、十一
一世紀における延応一一護保妙所領配分
状での半分地頭職や、部・村・庄・名の地一政職など、 細分化
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といった現象は、得分的観念の嵐山悦でもあった
c
以上、得分権を包
含
するいわゆる律令制
H
寝閣制的な職の体系
は、在地銀主制の発生・展開に主要な役割を果す曹とともに、その際史的位置づけは、十一一一・四世紀以降にかけての在地領主の、封建領主化の問題と結びついてくるわけである。
主「1
〉上積、子雅敬「在地領主制の形成と日同体制」（日本史研究
ゴ 一
二号〉五買。
（2
）平安遺文六九九号、一二二九号、
二 一 一
五七号、九九
O
号
（以下、遺文と記す〉。
（3
）遺文一一二七号、一一二五号。
ハ4
〉遺文二四六九号。
工藤敬一「領主制の形成について」（日本史研究四六号）間 宮 貝 。
（5
）遺文三八八九号、
三
八 九
O
号、三九二一号、一一一九二三号、
三
九二八号、
三
九 一 一 二
二 号
。
（6
）安田一五久「地頭及び地頭領主制の研究」三七頁。
（7
〉遺文三七三号。
ハ8
）
遺文
一三八九号。
（9
）遺文一九六
三号
、二セ八一号。
ハ叩〉遺文四一六六号。ハ日）遺文二六
O
一 号 。
安田氏前掲書二八頁。
（ロ〉遺文四二
O
五号
t
在地領主の得分権につい
T
ハ 石 塚 〉
（臼）大
友史料
二の一九一号。
、寄進状にみる在地領主
平安時代の寄進状の最も十日いものと忠われる延府六年五百井女
11
家寄進状では、越中国 墾間五町を
華厳院に進納する
こと以
（1
） 
外、何もふれておらず、嘉保一一一年貫許大蔵種一貯寄進状出来において、背振山東門寺への六一二町の寄進が、
「ム ハ 拾 一 一 一 町 之 内 廿 正 戸 、
各ヨリ号参町分、下使紛定置也」といった条件付であったことがみえ、寄進者種一房が在地領主として得分権を留保していたことが考
（2
） 
えられる。また、大治五年 総権介平経繁私領寄進状および久安一一年下総国平常胤寄進状では、 もに、「於加地子井下司、令制伝経繁子孫」ならびに、「至加 子井下司職者、令相伝常胤子孫」とあって、加地子が在地領主の得分となっていること 示し
（3
） 
ている。すなわち、職権留保付領主権寄進なる契約は 荘園内各種の職務が、得分権（土 川益権）と変化したる結果、はじめて
（4
） 
発生した現象であり、 般に、領主権留保付 荘園寄進を行なった場合、地頭職などの職の知行は、荘園領主による補任形式をとるけれども、安元二年安芸国庁宣案の「可早任散位中原朝臣業長民部大夫景弘朝臣、譲渡之状、高田都内七箇郷為 頭事 右、件郷公験官符巳下代々国司庁宣等、伝領之次第明鏡之上 業長朝臣議状顕然也
L
は、佐伯景弘の私的領主権が国街公権の下にあった
（5
） 
ことを示し、この景弘の在 支配の性格について 国 と
〈6
）
在地領主 兼ねたも と推測されている。ハ 街から 地頭職補
五
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任の形式で、私的領知を承認される場合もあり、地頭職なる職称が荘園にも国街領にも存在した。
）
なお、寄進行為の在地領主権をめぐって、従米、実質的な領主
権（荘務の進退領掌権）は、すべて寄進者側に残され、基本的な収版関係は、領主層（在地 主）のもとに形成されており 本所の得分は領主層に寄生してのみ存立しえた。
l i
とする考え万が
あるが、この反論として、最近、寄進主体たる在地領主の私領とは、排他的な私的所領を志味するものではなく、在地領主が寄進対象とす 私領と 、いずれの場合においても、郡司職・郷司職・ 名
主
職など、国街権力の末端機関として、国司側から承認され
た所職であり、在地領主は寄進契約をとおして、官打物や雑一引を荘園領
主
側に納入する法的関係を結び、その過程で 自己の得分を
実質的に増加させるべく努力したが、十
二
世紀の段附では、まだ、
一定の給旧、屋敷地などを除いては、一円所 を有せず 在地組主の成長過程 おいては、一挙に国街の支配力 排除しえ進をとおして、二疋の荘闘法下の職 保持者に転化する存在であ
（7
） 
った。11
iとの見
解もある。すなわち
、この阿
朽
のいず
れをと
るかによって、この時期 ける在地領主 評価も相呉なり、中
l
然
、封建領主化をめざす在地領
主
の性格も変わってく
る 。
（8
v 
以
LL
、平安時代の寄進状
（約バ七通
）に
よって、私が考察し
たかったのは、寄 状からみた在地領
主
の職の留保条件
L ι
、 得 八 刀
の事実関係主である。しかしながら、これら寄進状の記載内谷にぷず
くかぎり、在地領
主の事実関係は不
明確
と
いうべき
であろ
う
0
・ 決
するに、在地領
主
の得分と思われるもの立、さきにもふれ
五
四
たとおり、「六拾三町之内廿五石、各ヨリ号参町分下使給定置也
’ 一
で、これも仮りに下使給を下司給とおきかえて
考えた場合
の
み で
、このほかでは
全く記載
がなく、1
1たとえ
、
在地領主の寄
進行為が一般化して、荘園領主のポ認せる在地領主の職にともなう得分が、当時、二疋の市合で慣行されていて、寄進状に、とくに得分規定を明記
する必
要はなかったと
しても、
l
l
このことは
、
在地侃主権の弱さの長返し的な確証といえないであろうか。
主（1
）遺文二号
。
（2
）遺
文凶九五三号。
（3
）遺
文
二一六二号、二五八六号。
（4
）中田
薫
「正閣の研究
」一正
hハ！一ぺ
七 点 。
（5
）遺文三七七二号
。
（6
〉安岡元
久「
地頭
及び地頭領主
制の研究
」 一 二 五 百 。
（一7
）永原慶二「日本封建制成立過程の研究」凶一
11
1同
二 円 、 一 九
じ
一 良 。
（8
）こ
れらの寄進状（約五
七通
）
の
一覧表を
付
すべきであるが
紙幅の関係でお略した。（補必ーを参照のこと
）
四、加地子得分
地
子は
、律
令
体制ド
にあって
、（日有地を民に貸与して得る地
F I
」
代、川和の一つで、延五日式の組帳にもみ与えるが、荘園制の兎民kと
もに、作人によって次第に荘園領
主に
納めら
れる
よう
にな
り
、
年足
・ 地
子などな荘園領主に収取されるのが一般的
とな
る
。
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これに対し、加地子ユ、乳国領下一が収以する場んけ
のほか
、在地問
、正が農民から収－取し、これをとおして、直接経常を止揚し、飢ヰ制
（2
） 
展開の経済的基礎としている。すなわち、性格的
に
は地子と全く
同じものであるが、加地子の対象が在地領主にある点に歴史的意義
11
加地子の発生が在地領主制の展開に有機的関係にあるたい
ったようなこと
lj
が認められないであろうか。
加地子に関しては、康平
三年近江国愛智荘司等解の
「徴五斗代
地子井領田作畠加地子手口」が比較的早いよ
うで
、
－ 九 斗 代
の地子
（3
） 
とは別に賦課されたことは明瞭である。つぎ
に
、加地子得
分の
形態を考えたい。川治肘年間 伊質問築瀬川内定野の間活豪族たる丈部為延の場〈円、京大年 開免以後
一 一 一
カ年間は地利を免除し、
「 於
’V
物計可弁済国防、於必段別一斗御加地子者、可弁進領家内
（4
） 
也、於作手者、吋
為延之子孫相以ニ加知
也」
と定め、丈部氏の
作子職
（南接経営の権利）を認め
、官物は国術に、加地子は東大
ハ寸（領家）に弁済された。凶寛治年間以降の 伊賀同の私領主藤原実遠ハ
H
真
遠）の所領では、当初、直接続営がとられていた
が、東大
寺領黒田庄
への編入後は、「在
京領主者
、皆所令徴収加
地子也」とする当時の傾向のとおり、「近則東大守法印御一房築瀬御領所者、是故
真遠朝臣
之所領也、醗然不致加地子雑
事之訴
、何
当御領所一慮
、可依彼
真
遠之例乎」の状態が示すように、一カ所
（5
） 
を除き、彼の所領は加地子形態に変化してい
た 。
この場合、実
遠の得分はあくまで加地子依存で、所領内 領主的支配権は東大寺にあ
っ た 。
ω
大治
i
久安年間の下総
国千葉氏
（経繁・常胤
） ば
、
前述の寄進状のとおり、荘園領主は伊勢
皇
太神宮（荒木田氏）←
在地領主の得分権について（石塚
）
f川、川臓は源友定バヂおよび本行御版使前向の子孫←ド叶職
（加地
， ナ
何分を
合 む 。
）
には
在地領下
（郡司職・郷司職を前提とする千慎
（6
） 
氏）の関係を成立させた。
以上の事例をみるに、川では、加地子領主は荘園領主で、丈部
氏は耕作権の確保によって、在地における私領主権を留保しており、凶では、私領
主
実遠は単なる加地子領主への転化によって、
在地支配から離れ、在地領主権を喪失し、
ω
では、千葉氏は加地
子得分の確保とともに 実質的な在地支配
（ド司職）による在地
組主となっている。すなわち
、これが加地
子 得 分 の 一 一
． 形 態 で
ある
が、いわゆる忠領主権の
一 一 類
別のうち、凶は得分権に悶定化し
た
場 合
ω
は得分権に凶定せず、事実上の私領支配を行なった場合
に該当する。
なお
、加地子
に つ
い て は 、
長寛一一年の行宣宵での
一 地
主得分段
別‘斗之加地子也、是取前不易之例也」の記述をはじめ、加地子
（7
） 
の段 一斗のことは 延久以降しばしば所見するところであり私領主の公田中学法に
違
反しての
「段別令徴下六斗」の行為には、
在庁官人は、「一五領
主
者、官物之外給庁
宜
、段別或
五升或一斗令
徴納加地子者、当他国之例也者 有限官物之外 段別一斗加地子之上、令勤仕本ぃ守役者、寄人安堵」の立場から 私領主のを段別
一
斗に制限し、国街への所当を確保しており、また、保元
一二年伊賀国 等解には、
「久安四年所被下宣旨云、収納
以前本責坂加地子事、格制有限之由、所被仰下也」と、法的規制
（8
） 
を示している。したがって、私領主の加地子得分も ときに国街
（9
） 
の一方的都合による一．可令停止加地子
」
の事態に、当然のことな
五冗
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がら、つねに直面していたであろう。！
l
以上、加地子に関する
事例を、伊賀国と下総国にみたが、平安時代をと加して、このほ
（ 叩 ）
か陸奥国栄山寺領内の私領主による加地子押徴など、多くの事例
（ 日 ）
が全国的に存在する。そして鎌倉時代に入ると、加地子は、「惣地頭分加地子町別五斗、（中略）小地頭得分加地子町別五斗」とし
（ ロ ）
て、地頭得分の対象とな 。
よって、これらの事例をとおして、加地子得分と在地領主制の
関係をみるとき、千葉氏のごとく 加地子得分が荘園的な職と
一
体となって、在地領主権を構成していた事実があげられる。
注（1
）延喜式主税（増補訂正国史大系本）
（2
）上横手雅敬「在地領主制の形成と荘園体制」（日本史研究
三
二号）二百
O
F3
）遺文九五四号。なお、遺文二一八号に勘加地子とある。
（4
）
遺文一
CO
二 号 。
（5
）遺文二一六一号。
（6
）遺文二一六二号、二五八六号。
（7
）遺文三二九 号、
O
五一号。
（8
）遺文二九一九号。
（9
〉遺文一三三二号。
（叩）遺文一二
O
二号、一三八五号、一四六八号、一四七
O
号 。
（日）遺文一六二八号、一六六九号、一六八六号、二七
O
六 号 、
J一二二七号、三七二
O
号、三七六四号、三八六二号、二三
心九号、一二八九六号、一二九一凹号など。
一L4
、
主
J
ノ
（ロ〉安田元久「地頭及び地頭領主制の研究」三八四｜一二八五
頁 。五、在地領主と得分
史料に得分なる文字がみえるのは、延喜十一年平田一福万白子家
地充文案の「在大和国高下郡廿二条三里十八坪一段、東南角、右、故伯父平田宿弥全扶丸得分地也」や、安和一一年志摩国答志郡少額島実雄治田売券案の「泊奉治田壱段参伯歩事、（中略）右件治田、
（1
） 
先祖所領遺財得分之内也」が早い例であろう。この場合、いずれも対象物主して土地そのものを示し、その後は、私領主得分として、承暦四年大中巨時経解および興福寺所司勘女にぺ件回畠者本春日御社所領也、難然又有私領主、謂山村包道也者、於件回品者、女子山村姉子得分也」、とあるとおり、私飢主山村兼道（
H
包
道）の男一両末が件回畠を倣知と称して、澄秀院に売チしたのに対し、兼道の 姉子も件目白の得分を輿福寺知事能春に譲ったこし
L
から、一畑山刊は相込書起しているが、ここでは領知と得分が同義語としてみえ、仁平四年法隆寺五師林覚後家解にも、先師林覚の処分にそむいて 林誉が田一段余（林覚後家の藤原仲子得分）と北山田一段（所従黒丸 得分）を押取ったこと みふれ）。
前述の加地子得分では、
11
1現実には、在地の私領主によって
段別六斗とか三斗とかの加地子がみえる 、
111
段別一斗の比率
が国街に認められた限度であって、それ以上のことは不明確である。よって、ここでは在地における領主制の立場から 一般についてみる。数字的には、荘園領主東大寺の紡所得分のが例があ
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る程度で、いわゆる当時の在地領主を構成する下司職・公文職・地頭職などの得分は所見できない。しかし、在地制の意味で、これを示すと、康和五年東大寺美作米結解状の美作米一一
OO
石結
解、納所得分
一
七石
三
斗一 升（
得分率八・六%）、
長
治元年東大
寺
封米結解勘文の
美
作米
一 三 一 六 石
五斗四升八
合
結解、納所得分
一．
（4
） 
O
石
間斗八升（得分率八・
六
%
）
になる。
つぎに、下司職・公文職など得分対象たる給回の事例では、大
治年間以降において、美濃国茜部荘回数注文は、見作田七四町一段 一 一
一O
歩に対し、下司分一－町（比率三・七%）と日代分一町五
反（比率二%）、大和悶飛騨荘内検帳は、八町
三
段四
O
歩うち、
下司畠七段、下司給免
コ 一 ．
K
をあわせて
一
町となる。が、いわゆる
給田の実体は
嘉
応元年
土
佐国
金
剛福寺僧弘容解に、「本給出六
町之内、僅見作
三
町也、然件給田万雑公
事
不可勤之、検注使不可
向之由」主あるように、給回
全
部がかならずしも見作田ではなか
った。すなわち、給田・給畠は 荘園領主が預所、下司 公文、地頭などに職務の代償として 与するもので 一般に荘園領主に対する年貢課役を免除される特権を有し 地頭などはこれらの給回を彼等の下人、所従および荘園内の農民に耕作させ いたのである。以上が在地支配の得分的側面である。
さらに、この点、鎌倉初期の
事
例にもふれよう。まず、
高
野山
領の備後国大田庄では、団地六一三町六反六
O
歩の領有形態をと
（7
） 
おして、在地構造の分析が行なわれて り これには河音、永原、島田諸氏の詳細な研究 あげら る。すなわち、 氏は、太田庄桑原方前地
一以橘兼隆注進状案を主体
に
、下司兼隆の在地領
在地領主の得分椎について
「石塚
）
主権を分析されているが、この論稿を素材として、永原氏は、「付郷全体の間畠に対する加地子的な収取権←荘園領主側と在地領主側の坂分率は大幅に異なっている。官物田二六三町余に対する荘園年貢は、八八九石余で段別に換算すれば、
一 一 一
斗四升程度の
頼となる。これに対して、下司橘氏の加徴米は段別
三
升に過ぎず
納所得
分
・惣田所得分を合算しても
官
物田からの収納額は
全
体で
一一八石程度に止まる。すなわち、官物回に関するかぎり在地領主側の
A取分は、荘園領主側の取分の一割二
t
一 一一分程度にすぎな
い。。郷全体に対す 在家役的収取←もし在地領主たる下司橘氏が郷全体に対して独自の 権を確立 いるものであるとすれば、彼の権限がこのように制限さ た形で一記録されることには疑問があるか
ら
、その
意
味では、これらの収取権の根源も、やはり
彼の職
務
に対する
一定の給分とみる。
何
給問・給
名
・免家
等←橘
氏の領
主
的支
配権がほぼ単
一
的・排他的な形で及ぶ部分であり、
彼の現地における地伎を
支
える直接的な基盤となっている。それ
らのうち年貢・公事両者共に免ぜられた下司本給旧はわずか
一 一 町
歩に過ぎないが、雑免の権利 認められた給名が計
五
O
町歩に及
んでいることは注目
に
値する。ーしかし、それ
に
してもこの種の
給名・給田が数十町歩と限られており、
一
括して
寄
進の対象とな
った郷
全
体の回畠面積にくらべれば、限られた
一
部にとどまって
いる。何下級荘官の進止権←職務の遂行のため 、国街法ないしは荘園法のもと 、いわば制度的 付与された権限とみた方が無理がな 。」の諸点か 、
「経済的得分の側面において橘氏の保持
するものほ、連本的
に
は給旧・給名等を中心
と
する限
ら
れた部分
:H 
F 仁
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であり、郷全体に対する加徴米・在家役等は、荘園組主側の年貢等の得分と比較した場合に、きわめて限定された。」と結論さ（9
） 
れる。これに対し、同史料の分析から、島田氏は、「ハ門官物田畠からの収取←領家は桑原・太田両郷の官物田畠五六八町二反半から、一正二一八石五斗、御佃二一町から約一四二石、計一六八
O
石
正斗であって、下司の約三八二石は領家に対し およそ一一 ・八%弱にあたる。
ω
荘官給免凹←領家の桑原万の官物旧は一一六二一丁
じ 反 二
J O O
歩で、ド司橘氏の給日雑役免聞は荒野分を除けば五一一．
（m J  
f
であるから、組家に対して．つ・一%となる。しと説明する。ーこの場合、永原氏（在地知人主の以分は、荘園領主の．取分の
‘ 湘 一 一
i
．一一分）と、山川氏（在地領主の．取分は、紅園領主の版分
の一一一 ・八%）のデーターには倍数的な差異はあるが、いずれも荘園領主の在地支配権が、在地領主権を強く規制していることを川具体的に示している。
ll
すなわち、この分析は、いわゆる対連
制初期の在地領主権の評価につながる。
、 王（1
）遺文二
C
五号、二九九号。（補山
2
参照のこと
0
）
（2
）遺文補一八｜二四号。
（3
）遺文二七九四号。
（4
）遺文問
hハムハ一！同六六二号、同
hハ ド ハ 川 け ブ 。
（5
）遺文二六四冗号、三正一六号
o
f 6
）遺文三五一一 号。
（7
）高野山 書八四号、
同一号
J、 一 一 一 二 手
Jo
法政史学
γ J
・
L Y
－ －
人外一／
l
ノ 、
一O
号 、
一 （
U
一時
J
正八
へ8
）河音能平「古代末期の在地領主制についてし（中世社会の
基本構造所収）八六｜八八頁、一
O
九 頁 。
（9
）永原慶二「日本封建制成立過程の研究」四一二！
l
四七頁。
（叩）島田次郎「在地領主制の展開と鎌倉幕府法」（中世の社会
と経済所収）二五一
I t o
－二五二頁、二六二一員。
六、鎌倉幕府法の得分規定
一九川ペザ
点、水一五年に制定された御成敗式日正．カ条およびその追加法
は、平安時代をとおしての律令格式にもとずく公家法や、慣習的荘園法に対して、鎌合政権が在地支配のために作成した成交法でとくに御家人所領の問題を反映して、所領 関する規定が多い。しかし、所領と表兵．体ともいうべき所職の規定は少な 、わず
（1
） 
かに得分の対象たる所職の没収に関 同定したね度で、いわゆる得分規定は追加法に若「みえるだけである。
まず、点応元年に「給分所知之外、れい自由近隣他領押領、可停
止之」を条件に、地一民は「守本地一政ド司之跡、可致沙汰也」と定められ、一
l m
、本下司得分無ド為乏少之所者、随御使之注申、可
（2
） 
有計御下知也しとして、地頭得分 一定の限度内で保証され 翌年には、「応令’円今以後、山公旧畠地頭得分、十町別給免凹一町、井‘段別充加徴正升事」、および、「田昌各拾一町内、十町領家同川 分 、
J T
地頭分、不嫌広悼狭小、以比率法免給之
k
、加徴段別
ι
升可被充行一五々一として 一
O
対一で地一政給田畠が段別正升の
F 3
ゾ
加徴米とともに、地頭得分に定められた。もちろん、これは承久の乱後の新補地頭を主体とする得分の明示で 立与一二年にほ
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区ねて、仰木年京外半分山ー山（於出品者、十一町別、和山品各．町、加徴段別五升者、為正税官物内之条勿論也、至山野河海所出者、除本年貢之外、可致半分沙汰之由、御下知先果 ｜略
l
）、同本
司跡名問事（地頭者、以件名田内、引募新給回、其残者弁済所有、不可勤公
事
之由巾之、
i i
略
ll
）、け桑代
事
（地頭分、
4略
1
、
成為山所問者、除本年貢之外 司致半分之沙汰、
l略
： ）
が ぺ 止 め
（4
） 
られ、一卜刀、募府は 頑支配
に
刻 し 、
ン
円今以後、若以少半、
令追捕民畑、以乱
m訓之地
一政者、随加山家鼠所住民
生ぃ リ 之 訴 、 川
J被改前
川職、縦蛾為先組
Eノ〜本領、亦蹴為勲功之勧賞、、水不可被充行共梓、
戸
え
d
）
然者兼可令思慮也
」
のごとく、所職の改補に厳しい態度をとっ
（6
J 
ている。このほか若「の脱定
は
あるが、これらが某本的な得分
規定である。すなわち こ 幕府法の事実は、地頭に代表される在地領主制の展開によって 幕府の在地支配体制が動揺することを恐れたための配慮であったと推測される。したがって、鎌倉初期には、在地領
主
層を構成するド司職・公文職などは荘園領
主権
に押えられ、地一政職は幕府法によって一 の得分権の枠内におかれていた。
、 王
（1
）佐藤・池内
「巾
a批法制
叱
料集事
一
巻
一
・11
一 一三点。←減
倉
幕府法。
（2
）追加法
（3
）追加法
へ4
）氾加法
以応
一冗年四月廿六日付。
貞応二年六月十五日付。貞応二年七月六日付。克喜三年四月廿一日付。
在地領主の得分権について
へ石 塚 ）
（5
）追加法
（6
）追加法
冗
再三
年冗刀十
三
円付
。
点、水元年十三月十九日付。文暦二年七月廿三日付。延応二年六月十一日付。
七、結びに代えて
トハ代末則を焦点に十世紀末以降の在地領主の得分権を、従来か
ら
の所侃
（日トハ地了所職
（
H
職分
）といった得分権の発生源を基軸
に考察したが、明約すれば、
ω
職の得分化といわれる職の観念的
変化を前提
に
、 ’
f
肝一紀末以降の一附職の実体を在地領主制形成の安
素
LL
して
と
ら
え
られる。倒在地領主の所領寄進による荘園所職の
留保の典刑ピ的時別である平安時代の寄進状に坑われた在地制と所職得分の内容を検討したが、九体的な得分関係は、これらの寄進状からは得られず、また、在地領主側の得分関係を中心とする不明確な記載は、河内、在地領
主
が荘園領主に対して、いまだその
地位を確立していなかった事実の
臭
付である。的加地子領主（
H
私領主〕の段階をもって、トリ代的直接続営から中世的所領経営に一でる過波的領主形態と考えるとき、当然 加地子領主は初期在地領
、王制の
一
形態である。しかし、国街法による加地子得分の段別
．斗の限界と、その本来的な非在地制の問題を含んでいる。倒いわゆる地民領主制を基軸とする在地領主が 質的な変化を起こす鎌倉
末期ないし南北朝期は別
に
して、平安末期から鎌倉初期にか
けての在地領主
（ド司職←地頭職）は、得分権でも荘園領主や鎌
合幕府の呪制を強くうけており、この点、当時 在地領主の性格
←Ii 
)L 
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法政史学
第一八号
は、その評価とからんで、古代領主的か、封建領主的かの問題を提起している。倒幕府法では、新補地頭を対象とする式目追加の「庄公団畠地頭得分十町別給免回一町井一段別充加徴五升事」が、地頭得分の法的基準で、点応年聞から弘安年聞に至る六
O
年余に
わたり、この規定は繰り返し、幕府から出された。これは在地における現実の得分関係が、この時期に幕府権力の秩序体系に脅威を与えつつあったことに対する、幕府の在地領主統制策であろζj
。以上、得分をとおして在地領主の問題を考察したが、これらに
関する最近の論点に拠って、少こしく整理すると、つぎのとおりである。的中田氏の「地頭職を全くの得分権、すなわち擬制化れた不動産物権」とみなす考え方にふれ 安田氏は「これが地頭職の得分知行権 性格という一面 みを坂りト一げた偏向的見解であることは、今吏指摘するまでもない。」 、「地頭職のもつ得分権的性格をのみ余りに強調して、地
一期職を経済的収益権に他な
らぬ
Lしする考えが、現実の地頭の本質、地頭職の意味を正当に把
握し得ないこと明らかであろう。」の
1
場から、「地域職には得分
権的性格と職務的性格の一つが相互に不可分の関係で存した。」
（1
） 
といわれ、岡戸田氏も、一職の公 を領主制 積極的形成．安閑とみるものと、反対に国家権力に規制された 発展の弱さとみるものとにわかれているが、いずれにしても職 土地所有関係ときりはなして、官僚制的な権力そのも やそれに付帯するたんなる得分権のご くにあっかうかぎりで 方法的にまだ問題が
ハ2
）
ある
） と
する。川と同は、職
H
得分権の偏向的見解に対する批判
JハC
であるが、在地領主権（
H
地頭職）の性格論としては当然であ
る。よって、私も在地領主権の中に占める主体的構成要素といった視点から考察したつもりである。また、在地領主権の評価に関しては、封建領
主
化に結びつけ、村上横手氏は、「鎌倉時代の
在地領主が所有する職・荘官給田・加地子徴取権といった領主制民摘の経済的基礎が、封建領主に成長する基盤となり得る。一と考え、同古田氏は、「在地領主は職としての所有権を公認されることによって、貴族的私有制のもとでの所有を分有するとともに、支配階級として組織され、王朝国家の基本的階級対立は、貴族・在地領主と農民との間にあり 的社会構成としての特質をもっ。←十一世紀以降の鎌倉幕府成立までの時期を、封建同家
（4
） 
の第
一
次形態。
」
とする。附これに対し、平安末期の段階で、在
地領主の少なからざるものが、国街・荘園領主と抗争して逆に圧迫されていることを前提に 永原氏は、「在地領主は国街・荘園法のドでは、．定の職の所有者であり それに対応する得分の収取権者にすぎず、実体的側面においても、その私的領主としての性格はなお大きな限界をもっている。
」
とし、「当時の在地領主
の一定な領主的実力に関しては、荘園年貢実現の不可欠な
一条件
にすぎず、もちろん、地域的封建的士 はない 在地領主の個別領主化の歩みはあっても、独力で農現 対する 的支配を貫徹することができない。」の立場をと 。すなわち ここでは、川刊と
MH
の封建制、および、制の非封建制が対立するが、
いわゆる前述の得分権の在地領主制に占める位置から考えて 平安末期
J
鎌倉初期における在地領主の封建制主化には、時則的に
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ま立問題が残さ
ゐれているといえよう。
主（1
）安田元久「地頭及び地頭領主制の研究」二三八
頁
、二五七
頁、三二
O
頁 。
〈2
）戸田芳実「中世の封建領主制」（岩波講座日本歴史第六巻
所収）二四八貞。
（3
）上横予雅敬「在地領主制の形
崎
と料間体制
」
（日本史研究
三
二 号 〉
二
頁 。
（4
）吉田昌「古代社会の構造」（岩波講附日本歴史帯四巻所収）
二八八
l
二八九
頁
。
〈5
）永原慶二「日本封建制成立過程の研究」九五頁、一
Q
一 一 良 、
一O
五 頁 。
（ 追 記
）
本稿では、いわゆる初期封建制の成立段階に関連して、その時
期をめぐる論争の対象となっている十世紀末以降に、歴史的役割を担って草場した在地領主層が、古代末期から中世初期にかけての時期に、どのような在地領主権を形成しつつあったか、という問題整理の前提として、まず、在地領主の得分の問題をとりあげたが、ここでは得分 総体的な考察のため 便宜
k
、記述が概括
的にならざるを得なかった。また、ぞの結果、当然、
l
十
三
世紀において、段階的な発展をみせた在地領主層の段階的な
性格規定が、不十分となった。 たがって この点につ ては、後日、稿をあらためて言及したい。
在地領主の得分権について（石塚）
補注
1
参考として、本稿で対象とした寄進状（約五七通）を史料番号
をもって付記する。（原則として平安遺文によった。〉
遺文二号、三七三号、大友史料
ω
の二四号、遺文六七七号、一
三
O
一号、四九五三号、補三一号、一六五五号、一七一
一 一
五号、一
七四四号、一八七六号、二
O
八一号、二一一四号、四六九二号、
二一六一号、二
一
六二号、二二
01
号 、
二 一 一
一一
号 、
二 一 二
三一号
二 一 一 七
O
号、二三八四号、二問一冗口ブ、二四一七戸
1、コ問問九日
J
二
同七九号、補
hハ 九 号 、
二
正問九号、二正八
hハ号、二七九九
号
、
二九四 号、二九九
O
号、三一二一号、
2・ 一 一 一 一
一号、一二二七八号
三
一 二 五 二 号 、 一 二
三九
O
号 、
一ニ四五三号、
一 一一六一八号、一
二
六 五
O
号
三
六六二号、
一ニ六七五号、一ニ
hハ 九 五 号 、
一一 八
O
一 一一号 、
一 二
八二一号
一 二 八 八
O
号、三九二二号、一二九六一 一二九七一号 一二九 八号
四
O
三六号、四
O
七一号、四
O
七二号、四
O
七三号、四一二三号
四一五
O
号、四一五回・号、四一五七号、四 六八号、四一六九号
四一七
O
号、四二
O
六号、！
l l
以 上 。
補注
2
なお、得分のことは、延喜年間以前の斉衡二年、秦永成家地相
博券文にも、「一段 男倉吉得分」とあるが、同じく土地そのものを対
象
としている。（遺文一一八号）
・--'--ノ、
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